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（別紙） 

「特定エネルギー消費性能向上住宅及びエネルギー消費性能向上住宅の新築取得等をした場合の住宅ローン税額控除の特例並びに特定エネルギー消費性能

向上住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除に係る租税特別措置法施行規則第18条の21第16項及び第17項の規定に基づき国土交通大臣が財務大臣と

協議して定める書類に係る証明について（令和４年５月20日付け国住政第29号・国住生第79号・国住指第131号）」新旧対照表 

（傍線を付した部分は改正部分） 

改    正    後 改    正    前 

記 

 

４．建築士等の証明手続について 

 

（略） 

 

（２）証明の方法 

   ①居住用家屋の新築等に係る家屋 

     証明を行う建築士等は、必要があると認める場合には現地調査を行

うこととする（ただし、（１）①（Ⅳ）の書類又はその写しがある場

合を除き、（Ⅱ）の書類若しくはその写しがない場合又は対象の家屋

が建築確認を要しない建築物に係るものである場合は必ず行う。）。 

   ②既存住宅 

     証明を行う建築士等は、必要があると認める場合には現地調査を行

うこととする（ただし、（１）②（Ⅲ）の書類又はその写しがある場

合を除き、対象の家屋が建築確認を要する建築物に係るものにあっ

ては（Ⅳ）及び（Ⅴ）の書類（（Ⅳ）の場合にあっては（i）及び（ii）

ロ）又はそれらの写しのいずれも無い場合、対象の家屋が建築確認を

要しない建築物に係るものにあっては（Ⅳ）（i）及び（ii）ロの書類

又はそれらの写しが無い場合は必ず行う。）。 

 

（３）証明時期 

   ①居住用家屋の新築等に係る家屋 

     証明は、原則として工事完了後に行うものとする。また、当該証明

のための家屋の調査は、当該家屋の取得の日前（令和５年４月１日前

に居住の用に供される家屋については同日前）に終了している必要が

ある（令和４年国土交通省告示第 455 号第１項及び第２項並びに附則

第２項）。なお、当該家屋の調査が終了した日は、当該家屋の調査と

記 

 

４．建築士等の証明手続について 

 

（略） 

 

（２）証明の方法 

 ①居住用家屋の新築等に係る家屋 

 証明を行う建築士等は、必要があると認める場合には現地調査を行

うこととする（ただし、（１）①(Ⅱ)、（Ⅳ）若しくはそれらの写し

がない場合又は対象の家屋が建築確認を要しない建築物に係るもの

である場合は必ず行う。）。 

 ②既存住宅 

 証明を行う建築士等は、必要があると認める場合には現地調査を行

うこととする（ただし、（１）②(Ⅲ)から(Ⅴ)まで（（Ⅳ）の場合に

あっては(i)及び(ⅱ)ロ）のいずれか又はその写しがない場合は必ず

行う。）。 

 

 

 

 

（３）証明時期 

①居住用家屋の新築等に係る家屋 

証明は、原則として工事完了後に行うものとする。また、当該証明

のための家屋の調査は、当該家屋の取得の日前（令和５年４月１日前

に居住の用に供される家屋については同日前）に終了している必要が

ある（令和４年国土交通省告示第 455 号第１項及び第２項並びに附則

第２項）。 
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して行う現地調査が終了した日（証明を行う建築士等の判断で現地調

査が行われなかった場合（申請者から（１）①（Ⅳ）の書類若しくは

その写しが提出された場合又は（１）①（Ⅱ）の書類若しくはその写

しが提出された場合で当該家屋が建築確認を要する建築物に係るも

のであったときに限る。）は、これらの書類が発行された日）である。 

   ②既存住宅 

証明のための家屋の調査は、当該家屋の取得の日前２年以内又は取

得の日以後６月以内（令和５年４月１日前に居住の用に供される家屋

については、取得の日前２年以内又は令和５年４月１日前（令和４年

10 月１日以後に当該家屋の取得をする場合にあっては、取得の日以後

６月以内））に終了している必要がある（令和４年国土交通省告示第

455 号第１項及び第２項並びに附則第２項）。なお、当該家屋の調査

が終了した日は、当該家屋の調査として行う現地調査が終了した日

（証明を行う建築士等の判断で現地調査が行われなかった場合（申

請者から（１）②（Ⅲ）若しくは（Ⅳ）の書類（（Ⅳ）の場合にあ

っては（i）及び（ii）ロ）若しくはそれらの写しが提出された場合

又は（Ⅴ）の書類若しくはその写しが提出された場合で対象の家屋

が建築確認を要する建築物に係るものであったときに限る。）は、

これらの書類が発行された日）である。 

また、住宅ローン減税の借入限度額の上乗せ措置の適用を受ける

ためには、取得した家屋がその取得時点で認定住宅等に該当してい

ることを証明する必要がある。このため、申請に係る家屋の設計図

書等として提出された書類が、取得後に行われた改修に係る設計図

書等ではないこと及び当該家屋の取得時の現況と対応するもので

あることを確認すること。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

②既存住宅 

証明のための家屋の調査は、当該家屋の取得の日前２年以内又は取

得の日以後６月以内（令和５年４月１日前に居住の用に供される家屋

については、取得の日前２年以内又は令和５年４月１日前（令和４年

10 月１日以後に当該家屋の取得をする場合にあっては、取得の日以後

６月以内））に終了している必要がある（令和４年国土交通省告示第

455 号第１項及び第２項並びに附則第２項）。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、住宅ローン減税の借入限度額の上乗せ措置の適用を受ける

ためには、取得した家屋がその取得時点で認定住宅等に該当してい

ることを証明する必要がある。このため、申請に係る家屋の設計図

書等として提出された書類が、取得後に行われた改修に係る設計図

書等ではないこと及び当該家屋の取得時の現況と対応するもので

あることを確認すること。 

 

（略） 

 

 


